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「研究業績と若手研究者雇用の『相関』分析」（尾崎・伊藤・三並・馬渡）

Ⅰ．研究の背景と目的、方法ならびに特
色・意義

１．研究の背景と目的

大学が特色ある研究分野を有し、日本でトップクラス

の研究水準を有する大学であるとの社会的評価を得られ

るか否は、大学の将来にとって根源的な課題である。

立命館大学は、社会の発展に貢献する大学を目指すた

め、常任理事会の下に研究高度化委員会を設置し、本年

度研究高度化政策の検討を行ってきた。

そこで、これまでの研究政策の到達点を踏まえ、基本

目標（ビジョン）として、特色ある世界水準の研究大学

でありかつ多様なネットワークの中核である「グローバ

ル・リサーチ・ネットワーキング・コア」を掲げている。

この目標へ到達し、各研究拠点が世界水準と認められる

レベルへ到達するためにも、研究内容の高度化をさらに

進めていく必要がある。

本研究では、人文社系の研究高度化を図るため、研究

プロジェクトにおいて若手研究者雇用を促進する制度

を、立命館大学および他大学の現状分析をもとに企画・

立案する。

若手研究者の強化のうち、助手（助教）、後期院生に

ついては、別途検討１）がなされている。そこで、本論

文においては、現在外部資金により雇用されているポス

トドクトラルフェロー２）（以下ポスドクと省略）を学内

予算において雇用する「ポストドクトラルフェロープロ

グラム」の検討を行う。制度は、立命館大学において実

施可能な「学内助成制度」として設計する。

２．方法

研究はまず、人文社系のCOE拠点リーダーへのアン

ケートの実施、および学内の研究室・研究プロジェクト

へのヒアリング・活動調査を行い、若手研究者雇用によ

る研究業績の向上を立証する。次いで、立証に基づき制

度を検討する。

３．特色と意義

本研究の特色は、第一に、これまで人文社系において、

あまり重要視されてこなかった若手研究者が果たす役割

に着目したところにある。第二に、若手研究者の果たし
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ている役割を人文社系のCOE拠点リーダーを務める教

員の研究室の実態を調査・分析により明らかにしようと

したところにある。本研究の意義は、本学の研究の高度

化に寄与するポスドクなどの若手研究者が研究へ参画す

る制度を提起し、「集団」による研究の発展と若手研究

者の育成を図ろうとするところにある。

Ⅱ．立命館大学の研究水準

以下において各種指標における立命館大学と他大学の

比較を行い、研究業績の差が何から生じるのかを考察する。

１．科学研究費補助金採択の例から

本研究に取り組む契機となった課題認識は、現状の立

命館大学の研究水準、とりわけ人文社系の研究水準は厳

しい状況にあるということである。これは、本学の研究

高度化中期計画の策定においても同様の課題認識を有し

ている。

一例として、科学研究費補助金（以下科研費と省略）

の採択件数のランキングを見ると、文系全体で全国13

位に位置している（表１）。ただし、私立大学トップで

ある７位の早稲田大学は511件、10位の名古屋大学は

495件であり、立命館大学と200件以上の開きがある。

なお、本論文において、立命館大学より上位である科研

費12位までの大学を総称して「上位大学」とする。

２．人文社系の国際的な成果発信の状況から

次に、各大学の人文社系の過去10年間のジャーナル

掲載件数を数値化したものが、表２である。立命館大学

と比較すると、人文社系の常勤教員数で同規模の神戸大

学・広島大学は約５倍、科研費私大上位の早稲田大学は

約３倍の掲載件数があり、国際的な分野での成果発信に

ついては、これらの大学に大きな差をつけられているの

が現状である。

出典：「科学研究費補助金からみる全国大学総合ランキング」（慧文社）

表１　科研費　文系分野別ランキング（1998－2002年度：件数合計）

表２　人文社系　研究領域別掲載件数（1996－2005年度）
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３．社系の国際的な成果発信状況から

国際経済学術誌への論文掲載件数を比較したのが表３

である。経済学分野は、国際的学術誌も多数あるが、同

分野においても立命館大学は31位に留まっている。

４．研究業績の差は何から生じるのか

このように、立命館大学の人文社系の研究業績は、

「科研費13位」という数字だけを見ると健闘しているよ

うに見えるが、常勤教員数でほぼ同規模の神戸大学や広

島大学等と比較して、科研費件数で２倍、国際的ジャー

ナル掲載件数で５倍と大きく水を開けられていることが

わかる。例えば、神戸大学と比較すると、教授・助教

授・講師の教員数（以下「常勤教員数」という）では、

法学系において立命館大学74名・神戸大学68名（各所

属教員のうち法学系教員）、経済学系において立命館大

学51名・神戸大学59名（同経済学分野教員）と、ほぼ

同数の教員を有している。しかし、科研費の採択件数ラ

ンキングでは、法学分野において立命館大学は７位（採

択件数78件）、神戸大学は３位（同128件）と1.6倍の

差があり、経済学分野において立命館大学は13位（同

66件）、神戸大学は１位（同201件）と3.0倍の差があ

る。

両大学の常勤教員数はほぼ同数であり、例えば、上記

の科研費の差ほど常勤教員の質に「差」があるとは考え

られない。大規模な設備や教員数に圧倒的な差がある理

工系は別として、人文社系において、常勤教員数が同規

模であるにもかかわらず研究業績に格差があるのは、ど

のような要因があるのか。

大学の総体としての研究業績の差は、総じて「（研究

者数）×（研究者の質）×（研究時間）」により決まって

くると考える。本研究では、各大学の常勤教員数ととも

に、助手・博士課程後期課程学生（以下「後期院生」と

いう）をあわせた「若手研究者数」に着目して分析を進

める。なぜなら、これまで人文社系の研究政策において

は、「研究者の質」の問題や、「研究時間が不足している」

といった問題については、一定の議論がなされてきたが、

理工系と比較して「研究者数」とりわけ「若手研究者」

についての分析は、十分になされてこなかった。むしろ、

人文社系においては、「研究は一人でやるもの」「ポスド

クなどは不要」といった声が今でも多く聞こえ、職員も

それを当然のように捉えてきた。このような「立命館に

おける常識」を改めて検証し、「若手研究者」を含む

「集団」による研究政策を検討する意義は大きい。また、

「研究者数」とりわけ「若手研究者」の研究への参画条

件の整備や体制づくりは、研究分野を担当する職員の業

務として最も大きく関与できる可能性がある。こうした

理由から、本研究では「研究者数」を中心に分析する。

Ⅲ．研究者数・若手研究者数の分析

まず、「上位大学」との比較を通じて、立命館大学の

研究者数・若手研究者数の現状を分析し、本学の現状を

明らかにすることで課題の抽出を図る。

１．若手研究者を加えた総研究者数の比較

「上位大学」のうち旧帝大から京都大学、社系を中心

に顕著な実績のある一橋大学・神戸大学、人文系を中心

に顕著な実績のある広島大学、私立大学トップの早稲田

大学を比較対象とし、表４に各大学の人文社系研究者数

をまとめた。研究者数を、学生数、学部・学科数などを

捨象して比較してみると、「上位大学」は、常勤教員数

（表４の＊参照）が立命館大学と比較して少ない大学で

あっても、研究室に所属している若手研究者数（助手と

後期院生）が多いことが窺われる。

このことから、他大学との研究業績の差の重要な要因

として、常勤教員数だけではなく、助手・後期院生など

の「若手研究者」の数の差が大きな影響を及ぼしている

表３　国際経済学術誌への論文掲載件数（2001～2005年）

件　数：掲載された雑誌件数
標準値：「アメリカン・エコノミック・レビュー」誌の１ページ

あたりの文字数に換算したページ数
出　典：2007年度版大学ランキング（朝日新聞社刊）、データ

作成：九州産業大学大学院教授　楠本捷一朗

全分野総合
大学・機関 件数 標準値

1   東京大学 43 443. 4

2   一橋大学 42 390. 9

3   神戸大学 33 293. 8

4   大阪大学 29 270. 8

5   京都大学 30 248. 0

6   筑波大学 15 184. 9

7   慶応義塾大学 10 91. 8

8   東北大学 9 88. 7

9   名古屋大学 6 87. 6

10   大阪市立大学 4 85. 0

31   立命館大学 4 18. 9
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のではないか、および「上位大学」は若手研究者が常勤

教員の研究活動の一部を担っていく研究体制がとられて

いるのではないかと考えられる。

２．教授一人あたりのその他教員数

表５は、同じく人文社系の教員体制について、教授一

人当たりのその他の教員数・若手研究者数を比較したも

のである。これによると、立命館大学と「上位大学」の

間に教員体制の構造的な「差」がみられ、これが先に述

べた科研費などの差に大きく影響しているのではないか

と推測される。

３．常勤教員一人あたりの科研費採択件数

若手研究者数が多いという構造が、研究業績に影響す

ることは理工系においては一般的に認識されている。表

６並びに図１は人文社系・理工系合計の指標であるが、

常勤教員一人あたりの若手研究者数比率と常勤教員一人

あたりの科研費採択件数は相関関係にあることがわか

る。

表５　教授一人当たりその他の教員・若手研究者の数（人文社系） （単位：人）

表６　常勤教員数・若手研究者数・科研費採択件数（2005年度）

図１　常勤一人あたり若手研究者数と採択件数の相関図
（2005年度）

* 各大学ＨＰ、事業報告書より　京都・早稲田は05年度、その他の大学は06年度
常勤教員＝教授＋助教授＋講師、総研究者数＝常勤教員＋助手＋後期課程院生
立命館大学の助手（１号）は、後期院生欄にて集計。早稲田大学の助手についても同様に後期院生欄にて集
計。

表４　各大学人文社系研究者数・対立命館大学比率 （単位：人）

人文社
常勤教員 若手研究者 総研究者数

系教員 教授 助教授 講師 常勤教 対立命 助手 後期課 若手 対立命 総研究 対立命員計 館比 程院生 計 館比 者数

京都 254 143 14 411 79% 70 804 874 460% 1,285 181%

一橋 220 83 36 339 65% 84 776 860 453% 1,199 169%

神戸 307 183 25 515 99% 47 743 790 416% 1,305 184%

広島 299 207 18 524 101% 51 596 647 341% 1,171 165%

早稲田 803 171 71 1,045 202% 0 1,330 1,330 700% 2,375 335%

立命館 368 115 35 518 100% 0 190 190 100% 708 100%
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４．ポスドクの雇用状況

立命館大学の人文社系のポスドクの分野別在籍人数

は、人文科学７名、社会科学６名の合計13名である。

雇用原資は、21世紀COEプログラム６名、その他私立

大学学術高度化事業等外部資金７名となっている。過去

と比較すると2002年度在籍数は１名であり、COEプロ

グラムをはじめとする外部資金の獲得により、ここ数年

で在籍数は増加傾向にある。

「上位大学」の助手、後期院生についてはHPより引

用したが、ポスドクは人数等開示されていないことから、

実態について一橋大学および神戸大学にヒアリングを行

った。その結果、一橋大学では若手研究者雇用を重視し、

外部資金によるポスドクのほか、学内予算によってポス

ドクに相当する職位で18名（2006年度）を雇用してい

ることが確認できた。

以上より、立命館大学の現状は、「上位大学」と比較

して、常勤教員数では同等あるいは優勢であるにもかか

わらず、若手研究者数では圧倒的に劣勢である構造とな

っている。このことが研究業績の格差に繋がっている可

能性がある。また、一橋大学のようにポスドクを増強す

る制度も構築できていない。

Ⅳ．研究にあたっての仮説

これまでの調査研究に基づき、若手研究者について次

の３つの仮説を立てる。

仮説１：助手・ポスドク・後期院生などの若手層は研究

の調査および資料・データ整理等を担い、常勤

教員の論文等の成果を創出していく上で重要な

役割を担っている。

仮説２：理工系では、若手研究者の参画を図りながら研

究プロジェクトを遂行することが定着している

が、人文社系においては、一部を除き常勤教員

が独力で研究を進めているケースが多い。人文

社系においても若手研究者の研究プロジェクト

への参画が進めば、単純に数が増加する以上に

全体の研究業績が向上する。

仮説３：立命館大学と他大学との研究業績の差は、助

手・ポスドク・後期院生などの「若手研究者数」

が大きな影響を及ぼしている。「上位大学」で

は、若手研究者は数の多いことに加え、常勤教

員の研究に積極的に参画し、一部を担う体制が

取られている。

立命館大学および他大学調査によってこれらの仮説が

立証されれば、人文社系においても若手研究者を強化し、

研究に参画させることを促進すれば、立命館大学の研究

が発展し、その高度化が進む大きな要因となると考えら

れる。また、仮設の立証は、若手研究者を強化する政策

の実効性を立証することにもなる。

Ⅴ．調査と分析

仮説の立証を行うために、全国の文部科学省21世紀

COEプログラム（以下COEと省略）選定拠点の拠点リ

ーダー（人文社系、学際系のうち人文社系の拠点）に対

し、アンケート調査を実施した。その結果は、後述の通

りである。

また、COE拠点リーダーと立命館大学教員との若手

研究者に対する捉え方の比較を行うために、学内ヒアリ

ングを実施した（９学部・６研究科執行部、任意抽出し

た教員５名、学内ポスドク５名）。この結果は、各分析

の中で立命館大学の現状として示す。

１．アンケート対象をCOE拠点リーダーとした理由

立命館大学の現状との比較分析を行う対象として、す

ぐれた研究実績をあげている研究者の研究実態の調査を

行う必要があると判断した。COE拠点リーダーは、個人

としてすぐれた研究実績をあげていると同時に、研究組

織の代表者としてCOEプロジェクトをコーディネートし、

研究プロジェクト全体の業績を向上する力量を持ってい

る。そこで、COE拠点リーダーをアンケート対象とした。

２．アンケートの概要

本アンケートは、COEプロジェクト全体を対象とし

たものではなく、その拠点リーダーの教員個人の研究室

に関して調査したものである。

名　　称：若手研究者の研究への参画に関わるアンケート

時　　期：2006年７月実施、８月回収

対　　象：文部科学省「21世紀COEプログラム」の平

成14年～16年度における人文科学、社会科

学、学際系（学際・複合・新領域、革新的な

学術分野を合算し集計）の採択拠点の拠点リ

ーダー64名
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回　　答：37名(国立大学26名、公立大学１名、私立大

学10名)（回答率57.8％）

設問項目：研究室における助手・ポスドク・後期院生の

2005年度における在籍の有無、研究業績へ

の貢献、研究への参画状況、共同論文執筆の

有無、平均指導時間等。

３．アンケートの集計結果

以下に各設問項目の回答を分析したものをまとめてい

く。まとめは、設問ごとに整理している。分析は、研究

室毎ではなく、助手、ポスドク、後期院生毎の回答数を

基礎数としていることに留意が必要である。

（1）若手研究者の在籍状況

①設置形態別

国公立大学・私立大学ともに、後期院生が90％以上

の割合で在籍している（表７）。１研究室あたりの若手

研究者の在籍数は、国公立大学は平均4.3人、私立大学

は平均3.2人で国公立大学の方が約１名多い。私立大学

においても、助手・ポスドクは平均１名以上在籍してお

り、後期院生は２名以上在籍している（表８）。

立命館大学では、助手・ポスドクが全体で13名しか

在籍していない。後期院生についても１研究室で２名以

上指導している例は少なく、構造的に若手研究者数が脆

弱である。

②研究分野別

ポスドクは、社会科学で１研究室あたり平均1.7人で

あり、他の分野の在籍者数より多い。後期院生は学際系

で、１研究室あたり2.7名であり他の分野より多い。社

会科学・学際系については、１研究室あたり４名以上の

若手研究者が在籍している（表９）。

立命館大学のヒアリングにおいても、社会科学や学際

系の分野ではポスドク雇用の必要性に言及されており、

それを証明する結果となった。

（2）若手研究者の教員の研究業績への寄与について

①設置形態別

助手・ポスドクについては、教員の研究業績に寄与し

ていると回答した割合が、国公立大学では約５割、私立

大学でも５割を超えている（表10）。

立命館大学でのヒアリングでは、ポスドクが研究業績

向上に寄与するという声は総じて少なかった。

②研究分野別

表７　若手研究者の在籍数と全回答に占める在籍率：設置形態・研究分野別 （単位：人）

図２：若手研究者の１研究室あたりの在籍者数：設置形態別 （単位：人）

表８　若手研究者の１研究室あたりの在
籍者数：設置形態別 （単位：人）

表９　若手研究者の１研究室あたりの在籍者数：研究分野別
（単位：人）
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若手研究者が研究業績に寄与しているとの回答割合

は、学際系が高く（59.1％）、社会科学（42.9％）が続

いている。特に、助手・ポスドクが寄与していると回答

した割合は学際系で75.0％、社会科学で50.0%と各々５

割を超えており、この層の寄与が高いことは明らかであ

る。逆に人文科学では、12.5％と非常に低い割合になっ

ている（表11）。

（3）若手研究者の教員の研究への研究活動への参画度

合について

①設置形態別

若手研究者は独立した研究者として研究を進めている

と回答した割合が、国公立大学で８割弱（75.0%）、私

立大学で５割（50.0%）に上った（表12）。特に国公立

大学では、約９割の助手が独立した研究者として研究活

動を行っていると回答があった。国公立大学では､4研

究室が後期院生について「教員の研究の一部を積極的に

表10 若手研究者の教員の研究業績への寄与について：設置形態別 （単位：人）

表11 若手研究者の教員の研究業績への寄与について：研究分野別 （単位：人）

表12 若手研究者の教員の研究への参画度合：設置形態別 （単位：人）
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担う」と回答があり、後期院生が教員と共同研究を進め

ている研究スタイルが窺われる。

立命館大学のヒアリングの中では、総じて若手研究者

を独立した研究者として捉える傾向が強く、一部に研究

の補助的な部分を担うという声があったが、積極的に担

うというコメントはなかった。

②研究分野別

学際系は、他の分野と比べて若手研究者は独立した研

究者として捉える割合（54.2％）が低く、教員の研究の

補助的な部分を担う研究者と認識している割合が高い

（表13）。

③若手研究者の教員の研究への参画度合と教員の研究

業績への寄与との相関関係

若手研究者が補助的な研究を担っていると認識してい

る場合、教員の研究業績に寄与していると答えた割合が

60％に達している。一方、独立した研究者として進め

ていると認識している場合においても、33％が教員の

研究業績に寄与していると答えた（表14）。

立命館大学では、若手研究者は教員の研究業績に寄与

しないといった声が多く聞かれ、上記結果とギャップが

存在している。

（4）若手研究者と教員との共著論文の有無

①設置形態別

国公立大学で共著論文がある教員の比率（36.2%）は、

私立大学の比率（6.3%）のほぼ６倍である（表15）。若

手研究者が一人以上在籍している研究室で、１本以上共

著論文がある割合は、国公立大学では41.6%に達してい

る（表16）。国公立大学では、教員が若手研究者と共同

研究を行うスタイルが比較的定着している。

立命館大学では、人文社系の論文において若手研究者

との共著で論文を書く例は少ないとのコメントを多く聞

表13 若手研究者の教員の研究への参画度合：研究分野別 （単位：人）

表14 若手研究者の教員の研究への参画と教員の研究業績への寄与との関係（単位：人）

研究業績への寄与
研究への参画度合
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いた。確かに人文社系では単著論文の重要性が強調され

ているのも事実であるが、国公立大学のデータを見る限

り、立命館大学においても教員と若手研究者との共著論

文を増やしていくことも重要な課題と考えられる。

②研究分野別

分野による差はそれほど大きくはないが、中でも学際

系において教員と若手研究者の共著論文がある比率は比

較的高い（表17）。また、問４で独立した研究者である

と回答している研究室でも、共著論文を執筆している例

が一定数ある。若手研究者が一人以上在籍している研究

室で、１本以上の共著論文がある割合は、各分野でほぼ

同じである（表18）。

（5）教員の若手研究者への研究指導時間について

①設置形態別

後期院生への指導時間に関して、週３時間以上を指導

に充てている割合を比較した場合、国公立大学（60.0％）

と私立大学（11.1％）では、約６倍の開きがあった（表

表15 若手研究者と教員の共著論文数：設置形態別 （単位：人）

表16 若手研究者が一人以上在籍している研究室で
共著論文がある割合：設置形態別 ・

表17 若手研究者と教員の共著論文数：研究分野別 （単位：人）

表18 若手研究者が一人以上在籍している研究室で
共著論文がある割合：研究分野別 ・
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19）。国公立大学では、共に研究を進めていくスタイル

があると考えられる。

②研究分野別

人文科学では、後期院生への週３時間以上研究指導を

している割合が５割を超えており、他分野より高い（表

20）。

Ⅵ．研究のまとめ―仮説の「立証」

COEの拠点リーダーをつとめるすぐれた研究実績を

残している研究者の研究室実態について、限られたアン

ケートの集約と分析からではあるが、いくつかの点が明

らかになった。

研究室の構造においては、すぐれた研究者の研究室は、

１研究室あたり３～４名の若手研究者が在籍し、層が厚

い体制となっている。若手研究者が教員の研究業績に寄

与していると回答のあった割合も、社会科学・学際系を

中心に比率が高い。また、総じて若手研究者も独立した

研究者として認識されており、特に国公立大学における

共著論文数や研究指導時間などからみて、国公立大学で

は教員と若手研究者が共同で研究を進めているスタイル

が定着していることが確認できた。仮説との関係では、

次のようにまとめることができる。

仮説１　人文社系においても若手研究者が論文等の成果

創出に重要な役割を担っている

すぐれた研究者の研究室においては、若手研究者が教

員の研究業績に寄与していると回答のあった比率が高

く、教員と若手研究者の共著論文の執筆もなされている

ことから、若手研究者は総じて教員の研究成果創出に重

表19 教員の若手研究者への研究指導時間：設置形態別 （単位：人）

表20 教員の若手研究者への研究指導時間：研究分野別 （単位：人）
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要な役割を担っていると判断できる。

仮説２　人文社系においても、若手研究者の研究プロジ

ェクトへの参画が進めば、単純に数が増加する

以上に全体の研究業績が向上するのではないか

教員と若手研究者が共同で研究を進めるスタイルは、

すぐれた研究者の研究室の中でも、私立大学より国公立

大学で定着していることが確認された。立命館大学の人

文社系ではそのようなスタイルは定着していないため、

若手研究者が研究プロジェクトに参画する仕組みを、政

策的に構築する方向性は重要であると判断できる。

仮説３　他大学との研究業績の差は、助手・ポスドク・

後期院生などの「若手研究者数」が大きな影響

を及ぼしている。「上位大学」では、若手研究

者が多いことに加え、常勤教員の研究に積極的

に参画し、一部を担う体制が執られている。

すぐれた研究者の研究室では、若手研究者の層が厚いこ

とが明らかであり、研究業績に若手研究者が大きな影響を

及ぼしていると考えられる。特に、国公立大学は若手研究

者が教員の研究に積極的に参画していると判断できる。

ただし、これまで見てきたとおり、人文科学・社会科

学・学際系の研究分野による差異が存在することから、

政策を立案し運用していく上で、研究分野毎の特徴に十

分留意する必要がある。これまでの流れを整理したもの

が図３である。

Ⅶ．若手研究者を強化する制度の立案

研究のまとめで述べた通り、若手研究者の雇用を促進

し、研究者として育成するとともに、教員の研究に若手

研究者が参画する仕組みづくりが重要である。こうした

視点を取り入れ、立命館大学における若手研究者を強化

する制度の設計を行う。

１．現行制度の概要と問題点

立命館大学の若手研究者について、助手（２号助手）

は理工系において10名程度在籍しているが、人文社系

では定員を措置していない。ただし、今後、教学上の必

要性および研究高度化を推進する必要性から、助手制度

を再構築する必要があり、現在、立命館大学では助教制

度の導入を検討している。

ポスドクについては、制度としては存在しているが、

基本的に外部資金を原資として、教員が自助努力で研究

図３　研究フロー図
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費を捻出し、雇用している。理工系では、一定の外部資

金が期待できることもあり、増加基調にあるが、人文社

系では導入できる外部資金の金額が総じて小規模である

ため、現在以上の増加は見込めない。

博士課程後期課程については、定員充足が積年の課題

となっている。現在、立命館大学では、学費政策を含む

博士課程後期課程の抜本的充実に向けた検討がなされて

いる。また、すぐれた若手研究者を養成する観点から、

若手研究者の研究力をいかに向上させ、キャリア形成に

つなげていくかが重要な課題となっている。

２．現在提起している新制度

（1）ポストドクトラルフェロープログラム

研究室における若手研究者の層を厚くすることが研究

室の研究業績の向上に寄与するという分析結果に基づ

き、外部資金ではなく学内予算を原資として、ポスドク

30名程度を雇用する制度を提起している。

また、教員と若手研究者が共同研究を進めていくスタ

イルの構築が重要であるとの分析結果に基づき、制度設

計段階において、受入教員とポスドクとの共同研究計画

を審査項目に盛り込んだ。

＜制度概要＞

名称　　　　 ：ポストドクトラルフェロープログラム

資格・採用人数：原則として博士学位を有する35歳未

満の者

募集方法・人数：立命館大学学内とともに広く国内外か

ら30名程度を募集

任期　　　　 ：１年を任期とし、最大２回を限度に更

新

給与　　　　 ：月額33万円、優秀なポスドクに研究

奨励金として上限200万円を支給

審査基準　　 ：任用予定者の研究計画、研究業績、将

来性、受入教員の研究実績、両者の研

究計画の整合性等を基準に選考する。

（2）学内提案公募型研究推進プログラムにおける後期

院生の参画促進

学内提案公募型研究推進プログラム制度を新設し、

2006年11月より募集を開始した。

＜制度概要＞

制度趣旨：研究者個人および研究グループの多様な基盤

的研究を立命館大学内から募集し、今後学外

研究費の導入などの発展が期待できる研究課

題を審査委員会にて選定し、スタートアップ

のための研究費を措置するプログラム。

研究期間：２年間

研究経費：50万円（2006年度30件）、100万円（同10件）、

200万円（同２件）

この募集の中で、従来の枠組みに留まらない研究スタ

イルを具体的に示している。教員と若手研究者が共同研

究を進めていくスタイルの構築が重要であるとの分析結

果に基づき、「研究科が、研究機構・研究所と連携して

後期院生を参画させる研究」や「産業界の資金的・人的

支援に基づき、後期院生の育成を組み込んだ研究」を研

究スタイルとして推奨している。このプログラムにより、

後期院生が研究プロジェクトに積極的に参画する仕組み

を政策的に構築することを狙っている。

３．今後提案する新たな制度

さらに、今後提案する新たな制度として教員の研究へ

若手研究者が積極的に参画するスタイルの構築が重要で

あるとの分析結果に基づき、研究プロジェクトに後期院

生が参画することを一層促進するために、RA（リサー

チ・アシスタント：研究支援者）制度を活用する。この

制度では、後期院生のRAとしての雇用に限定した予算

を措置することで、確実に教員と後期院生に共同研究の

スタイルを浸透させていくことを狙う。

従来のRA制度は後期院生に対する総合援助政策（学

費・生活費の支援）の一環として、理工系に限定して運

用されてきたが、今年度限りで終了することが決まって

いる。ここで提案するRA制度は、研究推進を目的に研

究プロジェクトに対して予算を措置するものである。学

内提案公募型研究推進プログラムにおいて選定された研

究プロジェクトに対して、RA雇用予算（上限45万円）

をプラスして措置することを検討している。

４．立命館大学の政策の特徴と今後の課題

立命館大学では、教員数は学部・学科の新増設などに

より増強されてきたが、私学の財政的制約のもと、若手

研究者を強化する政策は展開してこなかった。しかし、

研究高度化をはじめとするこの間の各種議論を踏まえ、

若手研究者強化を抜本的に進める体制を整えようとして

いる。上記のように「ポストドクトラルフェロープログ

ラム」だけを見れば大きな制度とは言えないが、助教制
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度や博士課程後期課程の強化を総合的に展開することに

より、大きく前進することが期待される。これにより

「若手研究者数」が脆弱であるという構造的な課題は解

決に近づくと考えられる。

一方、前出の通り「研究者の質」「研究時間」の課題

は残されている。「研究者の質」を前進させる一つの方

向は、研究の国際化であると考えられる。海外の研究者

と交流し、国際的なジャーナルへの掲載等を強化するこ

とにより、一定の前進を図ることができるのではないか

と考える。今後、促進するための政策立案に取り組みた

い。「研究時間」の充実では、科目精選を本格的に促進

することがもっとも効果的であると考えられる。合理的

な制度・システムの構築に向けて、研究高度化の観点か

ら提案することを今後の課題としたい。

【注】

１）助手については、学校教育法の改正に伴い、教育研究を行

うことが主たる職務とする「助教」と教育研究の補助を職務

とする「助手」に区分される。現在、次年度からの制度開始

に向けて制度導入について審議されている。後期院生につい

ては、学費政策と若手研究者としてのキャリアパス形成を支

援する制度設計が検討されている。

２）任期を限って雇用している、博士号を取得している研究者

（原則として35歳未満とする）。
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Summary

This study was carried out mainly to design and establish a program for employing post-doctoral fellows in research

projects so as to achieve research sophistication in the humanities and social sciences.

Analysis was conducted mainly in terms of the number of young researchers, based on the idea that the level of research

achievements for a university as a whole can be calculated from the number of researchers X quality of researchers X

hours spent on research.

To analyze the status of research by young researchers, a questionnaire survey was addressed to representatives of the

humanities and social science research centers designated as international research bases within the framework of the

COE program of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, concerning participation by young

researchers in these centers’ research. The survey indicated that the research centers each have 3 to 4 young researchers

on average, who work alongside full-time faculty members, forms the established mode of joint research.

Based on the results of the survey, the present study proposes a system of employing post-doctoral fellows within the

university budget, to establish a new manner of research in the humanities and social sciences in which full-time faculty

members and post-doctoral fellows can collaborate with each other.
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